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絲営志林第41巻３号2004年1０１１１９

日産リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの構造的変化

近能善範

制構築の必要性，モジュール化や環境・ITS関連

の技術開発への対応の必要性，などのさまざまな

要因によって，日本のサプライヤーシステムには，

かつてない規模で構造変革の波が押し寄せている

というのである（０９．，池田，1999；藤樹，2001)。

こうしたサプライヤーシステムの構造変革を

一気に加速させる契機になったとされるのが，

1999年１０月に発表された「日産リバイバルプラン

(ＮＲＰ)」である。日産自動車は，もともとは系

列色が強いと言われてきたが，ルノーとの資本提

携を機に社長に就任したカルロス・ゴーン氏が，

｢日産の系列取引は機能していない」と述べ，完

全に系列と決別したとされる（ｅ９．，「日経産業

新聞」2000年８月15日朝刊)。ＮＲＰでは，同社

の総コストの約60％を占める購買コストを三年間

で20％削減するという大目標を達成すべ〈，①地

域ごと国ごとで策定していた購買方針をグローバ

ルで集中化していく，②取引を行っていた1,145

社に及ぶ部品・資材サプライヤーを2002年度まで

に600社以下とする，③同社が出資していた株式

保有社数1,394社を最終的には４社へと減らす，

という系列解体策が打ち出された（日産自動車

(株）プレスリリース，1999年10月181])。そして

実際に，宿士機工，タチエス，市光工業，池田物

産，ヨロズ，ナイルス部品，エクセデイ，テネッ

クスなどが日産との資本関係を断ち切ることになっ

た（藤樹，2001)。また，マツダや三菱なども，

同様の系列解体の取り組みを行っているとされる。

このように自動車メーカーが系列解体を進める

背景には，９０年代の市場環境の激変によって，系

列取引が有するさまざまなデメリットを看過する

ことが許されなくなってきたという事`情があると

される（近能，2004a)。たとえば，系列取引では

自動車メーカーと特定のサプライヤーとの間でど

うしてもウェットな持ちつ持たれつの関係が生じ

１．はじめに

本稿の目的は，日本の自動車部品サプライヤー

システムがどのような変容を遂げつつあるのかと

いう点について，主として日産リバイバルプラン

以降の時期（1999年から2002年まで）を中心に，

定量的な検証を行うことにある。

「サプライヤーシステム」とは部品JlI31のあり

方を総称したものであり，一般には，「系列」あ

るいは「系列取引」という言葉でなじみが深い。

中でも，日本自動車産業のサプライヤーシステム

(以下では単に「サプライヤーシステム」と略す）

には，日本の自動車産業の国際的な競争力が明白

となった1980年代以降，世界中のさまざまな分野

の研究者達の注意が向けられた。そして数多くの

研究が，「日本のサプライヤーシステムは垂直的

な分業構造を有し多くの場合に資本的・人的関

係を伴っており，長期継続的で協調的，かつ緊密

な企業間関係が見られる。こうした日本のサプラ

イヤーシステムは，欧米のそれに比べて効率的で

有効であり，日本の自動車産業が国際的な競争

力を発揮する上で重要な役割を果たしている」

と指摘した（包括的な文献サーベイについては，

TakeishiandCusumano（1995)，藤本（1998)，

武石（2000）などを参照のこと)。

しかし，こうした一種の共同体的な企業間関係

は，最近になって解体が急速に進みつつあると言

われる。すなわち，国内自動車需川の低迷，９３年

以降の大幅な|ﾘ高傾向，海外現地生産の拡大，輸

入部品の増大，自動車メーカーがプラットフォー

ムの共通化や部品の共通化を進めたことによる部

品バリエーションの減少，自動車メーカー各社に

おける部品の世界最適調達の推進と，それに対応

したサプライヤー各社におけるグローバル供給体
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２０１１藤リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの臓造的変化

がちであり，サプライヤー間の競争|１０係が｜分に

は働かず，かといってより低コストでI聯買できる

サプライヤーへ発注を切り替えようにもなかなか

従来からの古い取引を断ち切れないケースが多い

など，経済合理性の追求を阻むことが少なくなかっ

たと言われる（近能，2003b)。また，自動車メー

カーが調達先のサプライヤー数を絞り込もうとす

る背景には，世界中のどこからでも雌も競争力の

高い部品・材料を求めるべきだという「世界最適

調達」の考え方や，同種の部品を少数のサプライ

ヤーから大斌に購入することによってボリューム・

ディスカウントが期待できる上に，調達に伴う管

理・調整コストを削減できるという考え方がある

とされる（下111,2001)。

しかしその一方で，系列取引の重要な構成要素

である「自動車メーカー・サプライヤー間の長期

継続的・協調的な取引関係」にさまざまなメリッ

トがあることは，既に数々の研究によって実証さ

れている（e､９，Nishiguchi，1994；Helperand

Sako，1995)。また，サプライヤー数を絞り込み

すぎてしまえば，今度は調達先のサプライヤーに

対して競争圧力を有効にかけることができなくなっ

てしまったり，特定のサプライヤーが引き起こし

た問題によって開発業務や生産業務に支障をきた

してしまうリスクが大きくなってしまう（延岡，

1999)。すなわち，近能（200lb）や近能（2003a）

が詳しく論じているように，最適な調達先サプ

ライヤーの数はさまざまな要因のバランスの中で

決まってくるため，必､ずしも調達先サプライヤー

数を一律に減らすことが合理的とは限らないので

ある。

マスコミ報道等では，一時期，あたかも全ての

部品で一社独占調達が進んでいくかのような議論

が横行した（e､９．，『日本経済新聞｣，1999年10月

８日朝刊)。しかし，こうした極端な報道は，既

存研究の成果とは甑鰭をきたしている。また，マ

スコミ報道等では「系列を解体した」はずの日産

で，「関係会社マネジメント・コミテイ（ＭＣＡＦ

Ｌ)」を設立してグループ会社の情報交流の強化

を図るなど，一部では逆に系列関係を強化する動

きも指摘されている（｢日経産業新聞｣，2003年２

月26日)。あるいはトヨタ自動車でも，系列各社

への出資比率の増大や役員派遣の拡大等を実行し

ているとされる（｢日経産業新聞｣，2000年10月４

日)。

このように，日本のサプライヤーシステムを巡

る昨今のマスコミ報道はかな})混乱しており，実

態がどうなっているのかについてはかなり不透明

である。しかも，学術研究においてさえ，ともす

ればマスコミ報道をベースとした印象論の議論に

終始することが多く，客観的なデータに基づいた

冷静な議論が不足している感がある。そこで本稿

では，公刊データの分析を通じて，最近の日本の

サプライヤーシステムの変化について定量的に検

証してみたいと考える。

ただし，一言で「サプライヤーシステムの変化」

といっても，論者によってこの表現から連想する

イメージは多様であるし，さまざまな切り口から

の分析がありうる'。そこで本稿では，自動車メー

カー・サプライヤー間の部品取引の榊造という，

客観的・定鐡的な指標で捉えることのできる部分

についてのみ焦点を合わせ，定性的な部分での変

化の分析については別稿に譲りたいと考える2゜

日本の自動車部品産業は2002年時点の総額で約

18.8兆円の市場規模を有し，全製造業製造品出荷

額の７％弱を占めることから，その動向が日本経

済全体に及ぼす影響は極めて大きい。また国際的

に見ても，日本の自動車部品産業に対する実務上・

学問上の関心は依然として高く，「サプライチェー

ンマネジメント」・「企業間関係」・「国の競争力」

などについて論じられる際，必ずと言ってよいほ

ど言及される業界でもある。したがって，日本の

サプライヤーシステムの構造変化を正確に把握し

紹介することには，単なる業界調査以上の大きな

意義があるものと考えられる。

本稿の榊成は以下の通りである。まず２節では

分析の手法とデータについての説明を行う。３節

と４節では，データ分析の結果について述べる。

５節はまとめとディスカッションである。

2．分析の手法とデータ

２．１．日本の自動車部品取引構造の実態と変容

に関する先行研究

日本のサプライヤーシステムに関しては，１９８０

年代半ば以降，数多くの研究が，「自動車メーカー
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綴常志林第41巻３号2004年1０１１２１

とサプライヤーとが長期的かつ協調的な取引関係

を築き，お互いに関係特殊的な物的盗源・人的資

源に投資を行ったり，信頼関係を築き上げたり，

あるいは緊密な情報交換や調整を行ったりしてお

り，そのことが日本の自動車産業の|玉|際競争力の

一つの源泉となっている」ということを明かにし

ていった（ｅ9.,Abernathy,ClarkandKantrow，

1983;WomaqJonesandRoos,1990;浅沼,1990；

ClarkandFujimoto，1991；Cusumanoand 

Takeishi，1991；KamathandLiker，1994；Dyer， 

l996a・1996b;TakeishL1998;武石,2003)。し

かし最近では，日本のサプライヤーシステムが，

かつてない規模で変容していると述べるマスコミ

報道や論文が数多い。

ただし，そうした研究のほとんどはマスコミ報

道を引用したり逸話的なケースを幾つか提示する

に留まっており，日本における自動車部品取引の

構造や変容を定逓的に分析した研究は，藤本・武

石（l994LNobeoka（1997)，延岡（1999）な

ど，非常に数が限られていた。

そうした中で，主として各自動車メーカーが構

築している個々のサプライヤーシステムを分析

単位として，その構造が元来どのようなものであ

り，それがどのように変化したのかを定賦的に検

証したのが近能（2001b）と近能（2003a)，近能

(2004a）である。このうち近能（200ｌｂ）と近能

(2003a）では，具体的には，各自動I|エメーカー

がそれぞれの部品を何社のサプライヤーから調達

しているのかという「調達先数」と，そうした調

達先のサプライヤーが何社の国内|芒|動単メーカー

に納入しているのかという「納入先数」の二つの

変数を月]いて，各自動車メーカーが榊築している

サプライヤーシステムの．性格の違い，あるいは

バブル崩壊後の構造変化の違いについて分析を行っ

た。ただしこれらの研究では，分析対象期間が

1999年までとなっていたため，日産リバイバルプ

ラン（ＮＲＰ）以降の変化についてはlﾘjらかにさ

れていない。

そこで本稿では，基本的には近能（200lb）の

続編として，1993年から2002年にかけての公刊デー

タを基に，1999年から2002年にかけての各サプラ

イヤーシステムの部品取引構造の変化とその原因

について，できる限り定量的に検証してみたいと

考える。

２．２．分析の指標

本稿では，自動車メーカー・サプライヤー間の

部品取引構造の変化を捉えるために，「調達先数」

及び「納入先数」と，「ネットワーク密度」及び

｢オーバーラップ比率」の，計四つの指標を用い

て分析を進めていくことにする。

近能（2001b）や近能（2003a）と同様に，「調

達先数」とは，各自動車メーカーがそれぞれの部

品を何社のサプライヤーから調達しているのかを

示す数字であり，「納入先数」とは，そうした調

達先のサプライヤーが何社の国内自動車メーカー

に納入しているのかを示す数字である。たとえば，

図ｌのように，1993年時点のレバーコンビネーショ

ン・スイッチの取引では，トヨタは東海理化電機

製作所と松下電子部品という二社のサプライヤー

から調達を行っていたが，日産はナイルス部品と

いう単独のサプライヤーだけから調達を行ってい

た。そのため，トヨタと日産の「調達先数」は，

それぞれ「２」と「ｌ」となる。一方，Ｅ１２のよ

うに，同じ1993年時点のレバーコンビネーション・

スイッチの取引をサプライヤーのＩＭＩから見ると，

東海理化電機製作所はトヨタを含めた自動車メー

カー七社に同部品を納入しており，松下電子部品

もトヨタを含めた自動車メーカー三社に同部品を

納入していた。一方のナイルス部品は，日産を含

めた自動車メーカー三社に同部品を納入していた。

したがって，トヨタと日産のサプライヤーシステ

ムの「納入先数」は，それぞれ「５」と「３」に

なる。こうした数値を集計し，それをサプライヤー

システム間や異時点間で比較することが分析の目

的となる。なお，この二つの指標が意味するとこ

ろについての説明は，近能（2003a）を参照され

たい。
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Ｈ産リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの構造的変化2２ 

図１

例:1993年時点のレノ《－コンビネーションスイッチ

露】偲謬

□亜一過！

①ﾄﾖﾀの調達先数＝２

②日産の調達先数＝１

図２

例:1993年時点のレバーコンビネーションスイッチ

国団匪血腫耐

蕊;j鞭

①ﾄﾖﾀのサプライヤーシステムの納入先数＝(7+3)/2＝５

②日産のサプライヤーシステムの納入先数＝3/1＝３

さらに本稿では，サプライヤーシステムのネッ

トワーク特性を判断する指標として，「ネットワー

ク密度」と「オーバーラップ比率」の二つを新た

に導入した。このうち「ネットワーク密度」とは，

自動車部品取引の全体構造を把握するための指数

であり，「ある特定の部品について（実際に存在

する取引関係の数)／|(全てのサプライヤーの数）

×（全ての自動車メーカーの数：９社)｜を計算

した上で，それらをサンプルとなる全ての部姉に

ついて集計して平均値をとった値」として規定さ

れる3゜たとえば図３のように，自動車メーカー

が三社，サプライヤーが四社存在している部品

Ｘの取引を想定すると（本稿の場合は，後述す

るようにサンプルとなる全ての部品で自動車メー

カーの数は九社となるが，図では簡略化のため三

社とした)，1993年と2002年の両時点とも，部品

Ｘの取引で潜在的に存在しうる最大の取引関係

の数は３×４＝12となる。一方で実際の取引関係

の数は，1993年時点では４，２００２年時点では８で

あるため，それぞれの「ネットワーク密度」は

0.33と0.67となる。図から明らかなように，この

指標が大きいほど自動車メーカー・サプライヤー

'１１１の取引関係の限定性が低いため，自動車部品取

引の構造は全体として「オープン」であると定義

する。逆に，この指標が小さければ「クローズド」

であると定義する'。

トヨタ

三菱

マツダ
鰯:＜

Hosei University Repository



経↑;↑志林第41巻３号2004年101」２３

図３

①部品Ｘ:1993年

車メーカー

甲社

動車メーカー

Ｐ句。

彌咳続鼬
錘ij霧 麺司り 罐ij⑯

②部品Ｘ:2002年

メーカー

－コ

自動車メーカー

乙社

Ｚ≦ 
蓬=夢鱈『霧 漣冒iii夢露i鯵

一方の「オーバーラップ比率」は，各サプライ

ヤーシステム間で同一サプライヤーがどれだけの

割合で共有されているのかを把握するための指標

である。この指標の具体的な算出方法については

４．５節にて説明するが，この指標によって各サ

プライヤーシステムの独立性を見ることができる。

たとえば図３の乙社のサプライヤーシステムのケー

スでは，1993年時点で乙社と取引のあるサプライ

ヤーＢ社とＣ社は，他の自動車メーカーとの取

引が一切なく，乙社専属のサプライヤーだと言え

る。この場合，乙社と取引のあるサプライヤーは

他の自動車メーカーと共有されていないので，

｢オーバーラップ比率」はゼロとなるも一方，

2002年時点では，乙社と取引のあるサプライヤー

はＡ・Ｂ・Ｃ．Ｄの四社であり，そのうちで111社

と取引のあるサプライヤーはＡ・Ｂの二社であ

るため，乙社と甲社のサプライヤーシステム間の

オーバーラップ比率（乙社から見た場合）は２／

４＝0.5となる。図から明らかなように，この指

標が大きいほど特定の自動車メーカーとサプライ

ヤーの間の取引関係の限定性が低いため，当該サ

プライヤーシステムの構造は「オープン」である

と定義する。逆に，この指標が小さければ「クロー

ズド」であると定義する。

２．３．サンプルとデータ

こうした四つの指標に関するデータを収集する

ため，本研究では（株）アイアールシー発行「主

要自動車部品の生産流通調査」の1993年版，1996

年版，1999年版，2002年版を利用した。近能（200l

b）では1993年版から1999年版のデータを用いて

90部品を対象とした分析を，近能（2003a）では

1987年版から1999年版のデータを用いて68部品を

対象とした分析をそれぞれ行っているが，本稿は

1999年以降の構造変化について詳しく分析を行う

ことを主たる目的としているため，できるだけ多

くの部品サンプル数を確保するべく，近能（200l

b）と同様に1993年以降のデータを用いることに

した6．

近能（200ｌｂ）や近能（2003a）と同様に，分

析の対象とした自動車メーカーは，トラック専業

メーカーニ社（日野，日産ディーゼル）を除いた

日本国内の乗用車メーカー全て，すなわち，トヨ

タ，日産，ホンダ，三菱，マツダ，スズキ，ダイ

ハツ，富士重工，いすずの９社である。また，一

部でも自動車メーカーが内製している部品につい

ては，サンプルから削除している。これは，ある

部品を完全に外製化しているメーカーと-部内製

化しているメーカーとの間では，四つの指標を正

確に比較することができないためである。さらに，
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データに欠損のある部品，一部の自動車メーカー

しか調達していない部品，四期分のデータが揃わ

ない部品，部品区分が異なってしまった部品など

もサンプルから除外した。その結果，必要なデー

タが揃ったのは86部品であった7．

国内乗用車生産の動向について簡単に概観する。

図４は，「自動車統計年報」各年版のデータを

用いて，1980年から2002年にかけての国内乗用車

生産の推移を生産台数と生産金額でグラフ化した

ものである。なお，ここで言う乗用車とは，四輪

車のうちでトラックとバスを除いたものの合計で，

普通車，小型四輪車，軽四輪車から構成される。

また，国内生産とは，輸出分を含んだ数字となっ

ている。

3．分析結果（１）

３．１．乗用車生産の動向

この節では，まず初めに，1980年以降の日本の

図４乗用車生産の推移
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この図４より明らかに，日本の乗用車生産は，

生産台数で90年，生産金額で91年にピークを迎え

た。その後，９２年までは生産台数が微減，生産金

額はほぼ横ばいであったが，９３年から両者とも一

気に大幅に落ち込んでいった。この要因としては，

海外現地生産（特に北米）の本格稼動，バブル崩

壊による国内需要の低迷，９３年以降の急激な''１問

とその高止まり傾向などによる影響が大きかった

ものと考えられる（ｅ９．，下川，1997)。そして

その後も，９６年.９７年に一時的な回復基調が見ら

れたがそれも長くは続かず，基本的にはいまだに

低迷を続けている。実際，02年時点の|]本の乗用

車生産は，生産台数で90年の水準の86.6％，生産

金額で91年の水準の104.4％に留まっている。こ

のようにバブル崩壊以降に国内乗用車生産が大き

く減少したことは，自動車部品取引の構造にも大

きな影響を及ぼしていると考えられる。

また。こうした乗用車の国内生産台数の推移を，

各自動車メーカーごとに示したものが図５である。

この図からは，バブル崩壊以降の日産，三菱，マ

ツダ，いすずの生産台数の落ち込みが激しいこと，

逆にホンダ，スズキの生産台数が伸びていること

が見てとれる。また1999年から2002年にかけては，

トヨタ，ホンダ，スズキが好調，日産が横ばい

(一回落ちてまた持ち直した）である他は，全般

的に生産台数が落ち込んでいることが分かる。
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一カーごとの乗用車生産の推移各自動車〆図５
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としてどうなっているのかを見ることにする。表

１は，９３年，９６年，９９年，０２年の各年における調

達先数の平均値と分布を表わしている。分析単位

は，自動車メーカー９社が，８６部品に関してそれ

ぞれ何社から調達しているのかということであり，

サンプル数は９社×86部品＝774となっている。

以上を前提に，次のセクションからは，まずは

1993年以降における日本の自動車部品取引の全体

的傾向を見ていくことにする。

３．２．平均調達先数の推移

ここではまず，部品別の調達先数の推移が全体

表１調達先数の分布

了iii<=’

]【

表ｌからは，自動車メーカーの平均調達先数が，

93年の2.32社から，９６年の2.41社．９９年の2.50社

へと着実に増加した後，02年の2.45社へと減少し

ていることが分かる。また，９３年時点では64.1％

の取引において一社または二社からの調達であっ

たが，その割合は99年時点の54.7％まで一貫して

減少した後，０２年時点では56.6％と，９９年から０２

年の三年間で２％弱増加したことが見てとれる。

ただし，９９年から02年にかけての一社調達の割合

の変化は１％弱に留まり，後の分析からは，この

ほとんど（８割相当）が日産によるものであり，

なおかつ全てが二社調達から－社調達への転換で

あることが明らかになった。すなわち，日産以外

の各社では，９９年から02年にかけて，三社以上の

調達から二社調達への転換が進んでいたのである。

なお，一元配置分散分析で検定したところ，年

度間の平均値の差異は１％水準で有意であり，多

重比較の結果からは，９３年と99年の平均値の差異

だけが有意（１％水準）であることが分かった。

すなわち，９９年と02年の平均調達先数の差異は統

平均
調達先数

i澗達先数別の頻度（括弧内は累祇比率）

1社 2社 ３社 ４社 ５社 ６社
合i;Ｉ

1993年 2.32 １７０ 

(21.96） 

326 

(64.08） 

178 

(87.08） 

7０１８ 

(96.12）（98.44） 

二二■1

(1000） 

774 

2.41 147 

(18.99） 

321 

(60.47） 

196 

(85.79） 

7３２６１１ 

(95.22）Ⅲ（98.58）（100.0） 

774 

2.50 136 

(17.57） 

287 

(54.65） 

236 

(85.14） 

7４２７ 1４ 

(94.70）（98.19)’（１０００） 
774 

2002年 2.45 142 

(18.35） 

296 

(5659） 

226 

(85.79） 

７８’ １９ 

(95.87）（98.32） 

1３ 

(100.0） 
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計的に有意ではなかった。 車メーカーの数を別々にカウント・集計すること

になる。したがって，毎年のサンプル数は異なる。

このように，調達先数の場合と違い，納入先数

については，サンプルとなるサプライヤー数が新

規参入や取引の解消などによって大きく変動する。

そこでここでは，納入先数の指標について，①各

年時点で取引のあった全てのサプライヤーを含ん

だ数字，②1993年以降に業界に新規参入したサプ

ライヤーを除いた数字，③1993年以降に業界に新

規参入したサプライヤーを除き，さらに93年以降

に業界から退出したサプライヤーを除いた数字，

の三種類を算出することによって，変化の原因に

迫ってみることにした。

３．３．平均納入先数の推移

次に，部品別のサプライヤー納入先数の推移が

どうなっているのかを見てみることにする。表２

は，９３年から02年にかけてのサプライヤー納入先

数の平均値と分布を表わしている。ここでは，上

記86部品について，自動車メーカー９社のうちの

どこかに部品を納入しているサプライヤー全てを

対象とし，それぞれのサプライヤーが何社の自動

車メーカーに納入しているのかということを分析

している。この場合，たとえば，オルタネーター

とスターターの二つの部品を手掛けるサプライヤー

については，それぞれの部品で納入している自動

表２サプライヤー納入先数の棡造

①各年時点で取引のあった全てのサプライヤーを含んだ数字
リ

【】

91.78）’（95-6（ 

②93年以降に業界に新規参入したサプライヤーを除いた数字

③93年～02年に一貫して取引のあるサプライヤーに限定した数字

納入先数別の頻度（括弧内は累積比率）

5~1T￣「､l￣F5-H￣￣i-1T1＝7-荘ｉＭｉ(ト下柾-F面荘 合計Ⅱ
蕊年へ

1993年

４社｜

(72蟹)｜
雨

３２１ 
(7129)’ 

7社’８社８社’９社

２１７ 

(41.81） 

７４ 

(56.07） 
５４ 

(66.47） 
３１ 

(92.29） 

３０ 

(91.71） 

３４ 

(91.33） 

３０’ 

(90.56） 

１５ 

(95.18） 

２０ 

(95.57） 

２２ 

(95.57） 

２３ 

(94.99） 

２５ 

(10000） 

２３ 

(100.00） 

２３ 

(100.00） 

２６ 

(100.00） 

鶉
3.10 

２０４ 

(39.31） 

１９１ 

(36.80） 

８３ 

(55.30） 

８５ 

(53.18） 

５８ 

(66.47） 
1996年’３．１３

６２ 

(65.13） 

６５ 

(66.09） 

519 

５１９ 

1999年’３．２４

１８４ 

(35.45） 

９４ 

(53.56） 
２７ 

(7129） 

３７’３３ 

(7842)，（8478） 
,2002年，３．２５

平均
納入先数

納入先数別の頻度（括弧内は累祇比率）
1社 ２社 3社 ４社 5社 6社 7社 ８社 ９社

合計

1993年 2.84 
303 

(47.87） 

8２ 

(60.82） 

6１ 

(7α16） 

3８ 

(76.46） 

3９ 

62） 

3７ 

(88.47） 

3１ 

(93.36） 

1６ 

(95.89） 

2６ 

(10000） 

1996年 2.78 
322 

(47.99） 

9６ 

(62.30） 

6６ 

(72.13） 

3９ 

(77.94） 

3６ 

(83.31） 

3６ 

(88.67） 

3１ 

(9329） 
2１ 

(96.42） 

1999年 2.92 
292 

(44.11） 

100 

(59.21） 

7５ 

(7054） 

3６ 

(75.98） 

3７ 

(8Ｌ57） 

4０ 

(87.61） 

3４ 

(9207） 

2３ 

(96.22） 
2５１６６２ 

(10000)’ 

2002年 2.94 
274 

(42.48） 

113 

(60.00） 
7２ 

(7Ｌ16） 

3１ 

(75.97） 

3８ 

(8186） 
3３ 

(86.98） 
3１ 

(91.78） 

2５ 

(95.66） 

2８ 

(100.00） 

645 

平均
納入先数

納入先数別の頻度（括弧内は累積比率）

1社 ２社 3社 ４社 ５社’６社 ７社 8社 ９社

1993年 2.84 
303 

(47.87） 

8２ 

(60.82） 

６１ 

(7Ll6） 

3８ 

(76.46） (8８ 

37 

.47） 

3１ 

(93.36） 
1６ 

(95.89） 

2６ 

(10uOO） 

633 

2.95 
263 

(43.54） 

9１ 

(58.61） 

6５ 

(69.37） 

3８ 

(75.66） 

3６ 

(8162） 

3６ 

(87.58） 

3０ 

(92.55） 

2１ 

(96.03） 

2４ 

(10000） 

604 

3.13 
224 

(39.16） 

9１ 

(55.07） 

6７ 

(66.78） 

3５ 

(72.90） 

3６ 

(79.20） 
3９ 

(86.01） 

3４ 

(91.96） 

2２ 

(95.80） 

2４ 

(10000） 

2002年 ３ 
185 

(35.51） 

9５ 

(53.74） 

6５ 

(66.22） 

2７ 

(7140） 

3７ 

(78.50） 

3３ 

(84.84） 

3０ 

(90.60） 
2３ 

(95.01） 

2６ 

(10000） 

521 
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そこでまず，表２の①を見てみると，部品別の

サプライヤー-.社あたりの平均納入先数は，９３年

に2.84社だったものが，９６年の2.78社，９９年の2.92

社，０２年の2.94社へと，一旦減少してから増加に

転じていることが見てとれる。また，一元配置分

散分析で検定したところ，年度間の平均値の差異

は統計的に有意ではなく，多重比較を行っても，

それぞれの年の平均値の差異は統計的に有意では

なかった。

しかしながら，ここで注意しなければならない

のは，業界に新規参入した企業の存在が，サプラ

イヤー平均納入先数を減らしてしまっているとい

うことである。表３に掲載した通り，今回対象と

なった86種類の部品バスケットについて調査した

ところ，各期間中にかなりの数のサプライヤーが

新規参入しており，そのうち40％前後が外資系企

業であった８．そして，こうした企業は，通常は

どこかｌ社に納入を果たしそこで実績を作ってか

ら他の自動車メーカーへの参入を図るので，参入

当初は平均納入先数が低い傾向にあった。こうし

た事情は，サプライヤー平均納入先数を減らす強

力な効果をもたらすことになったと予想される。

表３業界新規参入・退出企業の状況

攻の6.8％

そこで，1993年以降に業界に新規参入したサプ

ライヤーを除いて（93年時点で自動車メーカー９

社のうちどれかと既に取引実績のあったサプライ

ヤーだけに限定して）分析を行った結果が，表２

の②である。なお，この場合，各年時点で取引が

ゼロになったサプライヤーは，それぞれの年のサ

ンプルから除かれている。ここでは，部品別のサ

プライヤー一社あたりの平均納入先数は,９３年の

2.84社から96年の2.95社，９９年の3.13社，０２年の

3.24社へと，一貫して増加傾向にあることが分か

る。ちなみに，９３年から02年にかけて，自動車メー

カー一社ないし二社に同一の部品を納入するサプ

ライヤーの割合は一貫して減っており，逆に三社

程度の'二1動車メーカーに部品納入を行うサプライ

ヤーの割合は一貫して増加傾向にあった。なお，

先ほどと同じように一元配置分散分析で年度間の

平均値の差異を検定したところ，今度は５％水準

で有意であり，多重比較の結果からは93年と02年

の差異が５％水準で有意であることが分かった。

ただし，これでもまだ問題がある。それは，業

界から退出した企業の存在が，サプライヤー平均

納入先数を増やす効果を生んでいるということで

ある。部品レベルでカウントした場合，表３に掲

赦した通り，各期間中にかなりの数のサプライヤー

が業界から退出していた。そしてこうした企業は，

やや実力が劣る，比較的部品納入先が少ないサプ

ライヤーである傾向が見られた。そのため，自動

車メーカーがこうした企業との取引を取り止める

と，平均納入先数は上昇することになる。こうし

た事情は，サプライヤー平均納入先数を増やす強

力な効果をもたらすことになったと予想される。

そこで，表２の②のサンプルから1993年以降に

業界（当該部品取引）から退出したサプライヤー

を除いて，1993年～2002年にかけて一貫して自動

車メーカー９社のうちのどれかと取引実績のあっ

たサプライヤーだけに限定した分析を行った結果

が，表２の③である。ここでは，部品別のサプラ

イヤー一社あたりの平均納入先数は，９３年の平均

3.10社から，９６年の3.13社，９９年の324社，０２年

の3.25社へと，概ね，わずかではあるが増加傾向

1993～96年 1996~99年 1999~2002年

67社

(９３１１畠のサプライヤー

総数の10.6%）

40社

(96年のサプライヤー

総数の6.0%）

45社

(99年のサプライヤー

総数の6.8%）

その平均納入先数 1.24 1.78 Ｌ8０ 

29社

(93年のサプライヤー

総数の4.6%）

49社

(96年のサプライヤー

総数の7.3%）

その平均納入先数 1.31 1.10 1.87 
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にあったことが見てとれる。ただし，９９年から０２

年にかけては，ほぼ横ばいといってもよいほど

増加幅は小さい。また，一元配置分散分析で年度

間の平均値の差異を検定したところ，今度は統計

的に有意ではなく，多重比較を行っても，それぞ

れの年の平均値に統計的に有意な差異は見られな

かった。

のである。

３．４．部品取引構造の全体的な変化

図６は，以上の結果を，平均調達先数を横軸に，

平均納入先数（表２の①の数値）を縦軸にとった

マトリックス上において，日本の自動車部品取引

櫛造の全体的な変遷をプロットしたものである。

この図からは，第一に，自動車メーカーの平均調

達先数は１９９年まで増加傾向にあったのが99年～

02年にかけては減少傾向に転じたことと，第二に。

サプライヤーの平均納入先数は，新規参入企業が

相次いだことによって一時的に減少したものの，

基本的には全期間を通じて増加傾向にあったこと

が見てとれる。

近能（2003a）によれば，８７年～93年にかけて

も概して平均調達先数と平均納入先数の増加傾向

が見られたとのことであるから，９９年～02年にか

けて自動車メーカーの平均調達先数が減少傾向に

転じたことは，この三年間で日本のサプライヤー

システムの構造にこれまでとは異なる変化のトレ

ンドが生じた可能性が高いことを示唆している。

ただし既に述べたように，９９年～02年にかけての

'二|動車メーカーの平均調達先数は，他の期間の数

値と比べて統計的に有意な差があるわけではない。

そのため，早計に結論を下すことは禁物である。

上記の①～③の数値を総合的に勘案すると，少

なくとも1993年以降，納入先数の比較的少ないサ

プライヤーが取引から数多く退出したことが，平

均納入先数を押し上げる強い効果を有していた。

また，取引から退出しなかったサプライヤーは，

平均すれば1993年以降一貫して納入先数を拡大し

ていた。その一方で，特に93年から96年にかけて，

外資を中心として新たに業界に参入するサプライ

ヤーが相次ぎ，これが平均納入先数を一時的に強

く押し下げる効果を有した。

以上三つの効果が重なり合った結果として，９３

年から96年にかけては，新規参入企業数が業界退

出企業数を大きく上回ったために一時的に平均納

入先数が減少したものの，以降は平均納入先数が

墹加する傾向にあったと言えよう。中でも99ｲ'二か

ら02年にかけては，業界退出企業数が前期までに

比べて大幅に増加したことが，引き続き平均納入

先数を上昇させる結果をもたらしたと考えられる

図６自動車部品取引栂造全体の変化

畷
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一方，自動車メーカー・サプライヤー間の部茄

取引構造のこうした変化を総合的に捉えるために，

ネットワーク密度の推移についてプロットしたの

が図７である。図７からは，自動車メーカー・サ

プライヤー間の部品取引のネットワーク密度が，

93年から96年にかけては一時的に低下したものの，

その後は一貫して増加傾向にあることが見てとれ

る。９３年から96年にかけての低下は，新規参入企

業数が退出企業数を大きく上回ったためにもたら

されたのだということを考慮すれば，全期間を通

じて，日本の自動車部品取引の構造は概して「オー

プン化」する傾向にあったと結論づけることがで

きよう。

図７ネットワーク密度

ufi上

を当てて，調達先数の93年以降の変化に関して見

ていくことにする。表４は，表１のデータを自動

11エメーカーごとに集計し，平均調達先数について

記戦したものである。また図８は，表４をグラフ

化したものである。なお，自動車メーカーの表記

は，上から99年時点における生産台数の多い順に

並べてある。

４．分析結果（２）

４．１．自動車メーカーごとの調達先数の差異と

推移①（単純集計）

次に，この節では，部品の取引構造及びその変

化の度合の違いを，各個別のサプライヤーシステ

ムごとに見ていくことにしたい。

そこでまず，自動車メーカーごとの差異に焦点

表４自動車メーカーごとの平均調達先数の分布

円町]邸

１
●
』

〕〔

～ 平均調達先数（社）

自動車メーカー1993Ｈ１： 1996年 1999年 2002年

トヨタ２．５３ 2.64 2.59 2.55 

日産 2.30 2.31 2.45 2.35 

ホンダ ２０６ 215 2.38 2;5０ 

2.66 2.84 2.80 2.77 

マツダ 2.49 2.57 2.69 ２５９ 

2.23 2.42 2.51 ２５３ 

ダイハツ 2．０２ 2.14 2.38 2.29 

富士重工 ２２８ ２２９ 2２６ ２１９ 

いすず 2.33 ２３３ 2．４１ 2.29 
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3０ロ藤リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの構造的変化

図８自動車メーカーごとの平均調達先数

３ 

2.75 

一トヨタ

ー■・日産

－．ホング

ー←三菱

一←マツダ

ー。－スズキ

＋ダイハツ

５
 

５
 

２
 

２
 

２
 

類
鍜
鋼
驍
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年

表４や図８からは，９３年当時の状況や，９３年か

ら99年にかけての変化が，基本的に近能（200lb）

の結論と同様であることが見てとれる。すなわち，

1993年時点においては，国内５大乗１W車メーカー

の中では，ホンダのみが，調達先を比較的少数の

サプライヤーに集中させる政策をとっていた。一

方，９３年から99年にかけては，どの自動車メーカー

も概して平均調達先数を増やす傾向にあったが，

中でもホンダの増加幅が非常に大きかった。ホン

ダでは，９３年時点で32.6％と高水準であった単独

サプライヤーからの調達比率が，９９年時点では

20.9％へと大幅に低下していた。すなわち，ホン

ダの調達政策は，この時期にかなり大きく転換し

ていたのである。

次に，表４や図８からは，９９年から02年にかけ

て，どの自動車メーカーも概して平均調達先数を

減らす傾向にあったが，国内５大乗用車メーカー

の中では，特に日産とマツダの減少幅が大きかっ

たことが見てとれる。一方，ホンダでは，国内５

大乗用車メーカーの中では唯一，９９年から02年に

かけても，９３年からの変化のトレンド線上で引き

続き調達先数を増やしていた。ただし，９９年と０２

年の各社の調達先数について平均値の差の検定を

行ったところ，どの自動車メーカーでも有意な差

は見られなかった。

この期間の変化をより詳しく見てみると，日産

の単独サプライヤーからの調達比率は，９３年時点

で24.4％と比較的高水準であったものの，その後

99年時点までに18.6％へと低下し，９９年から02年

にかけて再び24.4％へと戻っていた。ちなみに，

日産が93年から99年にかけて単独発注から複社発

注に切替えた部品は７品目あり，９９年から02年に

かけて複社発注から単独発注へと切替えた部品は

５品目あった。なおこのうちで，単独発注から複

社発注に切替えられた後，もう一度単独発注に戻

された部品は，バルブガイド，ドアロック，ドア

ヒンジの３品目であった。

またマツダでは，９９年から02年にかけて，単独

サプライヤーからの調達比率はほとんど変化して

いないものの，三社以上のサプライヤーから調達

する比率が減り，二社から調達する比率が増えて

いた。一方，ホンダでは，_社ないし二社から調

達する比率は引き続き減り，三社ないし四社から

調達する比率が引き続き増力Ⅱしていた。

以上より，日産リバイバルプラン以降，ほとん

どの自動車メーカーでそれまで若干増加傾向にあっ

た平均調達先数が減少に転じており，確かに業界

全体で峨賀方針のトレンドがiliZi換している可能性

が高いことが確認された。ただし，日産を含めて，

どの自動車メーカーでも平均調達先数の変化は統

計的に有意ではなかった。また，現状ではマスコ

ミ報道等で言われているほど大規模に一社集中購
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買が進んでいるわけではないことが分かった。で一貫して当該部品の取引が継続しているサプラ

イヤーだけに限定した（93年以降に各自mIl車メー

４．２．サプライヤーシステムごとの納入先数のカーとの取引に新規参入したサプライヤーを除き，

差異と推移①（単純集計）さらに93年以降に各自動車メーカーとの取引から

次に，サプライヤーシステムごとの納入先数の退出したサプライヤーを除いた）数字，の四種類

差異とその変化に関して見ていくことにする。既を算出し，基本的には①を重点的に，適宜②．③・

に述べたように，調達先数の場合と違い，納入先④を参照しながら分析結果を紹介することＩこよっ

数については，サンプルとなるサプライヤー数が て，変化の背景にある要因を探っていくことにし

新規参入や取引の解消などによって大きく変動すたい゜

る。そこでここでは，納入先数の指標について，

①各年時点で取引のあった全てのサプライヤーを①各年時点で取引のあった全てのサプライヤーを

含んだ数字，②93年以降に業界に新規参入したサ含んだ数字

プライヤーを除いた（1993年時点でどこかのIi1動表５の①は，表２の①のデータをサプライヤー

車メーカーと既に取引実績のあったサプライヤーシステムごとに集計し，平均納入先数について記

だけに限定した）数字，③87年以降に各自動車メー載したものである。すなわち，各年時点で各自動

カーとの取引に新規参入したサプライヤーを除い車メーカーと部,R,取引関係のあったサプライヤ－

た（1993年時点で各自動車メーカーと既に取り|実が，平均で何社の国内乗)|川iメーカーに当該部品

績のあったサプライヤーだけに限定した）数字，を納入しているのかを示したものである９．また

④各自動車メーカーとの間で1993年から2002年ま図９は，表５の①をグラフ化したものである。

表５サプライヤーシステムごとの納入先数の分布

①各年時点で取引のあった全てのサプライヤーを含んだ数字

②93年以降の業界新規参入先を含まない数字

－－－－－－－ 
￣ サプライヤーの平均納入先数（社）

サプライヤーシステム’1993年 1996年 1999年 2002年

トヨタ 4．８１ 4.67 ４９１ 5.05 

日産４．４２ 4.45 4.59 4.68 

ホンダ 4.54 4.55 4.76 4.70 

三菱 4.82 4.71 4.88 4.87 

マツダ ４ 7８ 4.79 ４ 8０ ４８０ 

スズキ ５ 1８ 4.95 ５ 1３ 5.06 

ダイハツ ５ 3９ 5.33５ 2０ 5.29 

富士重]： ４ 9８ 4.78 ５ 0１ 5.23 

いすず ４ 9０ 4.89 4.88 4.95 

サプライヤーの平均納入升 数（社）

サプライヤーシステム 1993年 1996年l1999fli 2002ｆＩｉ 

トヨタ 4.81 4.80５．０５ 5.26 

日産 ４ ４ ４ ２ －⑪ 7３ ４ 8７ 

ホンダ ４ 5４ ４ 6４４ 7９ ４ 

三菱 ４ 8２ ４ 9０’５ 0４ ＰＯ 0６ 

マツダ ４ 7８ ４ 9６５ 0２ 』⑨ 1９ 

スズキ ５ 1８５ 1４５ 3３ 5.28 

ダイハツ ５ 3９５ 4６１５ 3３ 5.45 

富士重工 ４ 9８ ４ 8６５ ０８ 5.35 

いす､『 ４ 9０ ５ 0６５ 2３ 5.34 
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、産リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの櫛造的変化3２ 

③93年時点で各自動車メーカーと既に取引関係のあったサプライヤーだけに
限定した数字

BＭ 

④各自動車メーカーとの間で93年から一貫して取引関係のあるサプライヤー
だけに限定した場合の数字

｢１ 

L」 [)４ 

Ｆ
Ｌ
 

図９サプライヤーシステムごとの平均納入先数（業界新規参入先を含まず）

５．７５ 
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エニ嘉
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･■－富士亜エ

ー・いす鷺
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嶺
ぺ
露
曇
叶
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４．７５ 

４．５ 

４．２５ 

1993年 1996年 1999年 2002年

年

ｻﾌﾟﾗｲﾔｰｼｽﾃﾑ1987年 1990年 1993年 1996年

トヨタ４．８１ 4.84 5．０９ 5.29 

日産４．４２ ４ 5９４ 8１ 4９４ 

ホンダ 4.54 ４ 6３４ 6８ 

三菱 4.82 ４ 9７５ 1１ 5.16 

マツダ 4.78 ４ 9９ ５ 1２ 5.27 

スズキ 5.18 ５ 2６ ５ 4５ 5.46 

ダイハツ 5.39 ５５１ 5.49 5.66 

富士重工 4.98 4.97 5２１ 5.51 

いすず 4.90 5.10５３９ 

怪－０－丁ｦ弓７ｺﾏ三赤izR研１Vﾌ〔癖【~TT5￣

～－－ サプライヤーの平均納入先数(社）

サプライヤーシステム 1987年 90年 1993年 1996年

トヨタ 5.12 5.16 5.30 5.25 

日産 4.75 ４７５ 4.89 4.94 

ホンダ 4.74 4.78 4.82 

菱 5.03 5.04 5.16 5.18 

マツダ 5.05 5.11 5.25 5.26 

スズキ 5.53 5.50 5.59 5.55 

ダイハツ 5.65 5.66 5.70 5.70 

南宅|苣重工 5.22 5.29 5.46 5.47 

5.37 5.41 5.50 5.53 
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表５の①や図９からは，９３年当時の状況や，９３

年から99年にかけての変化が．基本的に近能（200l

b）の結論と同様であることが見てとれる。すな

わち，1993年時点においては，大雑把に言えば，

ダイハツ，スズキ，富士重工，いすずといった下

位メーカーのサプライヤーシステムの数値が比較

的闘めで，三菱，トヨタ，マツダがそれに続き，

ホンダと日産がかなり低めであった。また，自動

車メーカー－社ないし二社のみに納入しているサ

プライヤーの比率を比較すると，概して下位メー

カーの数値が低い傾向が見られる一方で，日産及

びホンダの同比率はかなり高めであった。

一方，1993年から1999年にかけての推移を見る

と，９３年時点で平均納入先数が多かったサプライ

ヤーシステムでは，スズキやダイハツのように減

少したり，あるいはマツダやいすぎのようにほと

んど変化がなかった。その一方で，９３年時点で平

均納入先数が最も低かった日産と二番目に低かっ

たホンダにおいては，それぞれ増加幅が二番[|と

一番目に大きかった。この結果，1993年から１９９９

年にかけては，サプライヤーシステムごとの平均

納入先数の差異に収束傾向が見られた。

続いて，1999年から2002年にかけての推移を見

ると，増加したのがトヨタ，日産，ダイハツ，富

士重工，いすず，ほぼ横ばいなのが三菱，マツダ，

減少したのがホンダ，スズキ，となっていた。中

でも，富士重工，トヨタ，日産の三社の増加幅が

大きい（それぞれ増加幅が一～三番E|）ことが注

目される。

なお，各サプライヤーシステムごとに99年と０２

年の納入先数について平均値の差の検定を行った

ところ，どこも有意な差は見られなかった。また，

以下の②から④の数値についても同様の検定を行っ

たが，いずれでも’９９年と02年の間で有意な差は

見られなかった。

だけに限定して)，サプライヤーシステムごとの

平均納入先数を計算した値である。既に述べたよ

うに，業界に新規参入する企業は当初は納入先数

が小さい傾向にあるため，こうした企業の存在は，

サプライヤー平均納入先数を減らす強力な下方

効果をもたらすことになる。そのためここでは，

93年以降に業界に新規参入したサプライヤーをサ

ンプルから除くことによって，上記の効果を除い

た平均納入先数の推移を調べたのである。なお，

この場合，各年時点で取引がゼロになったサプラ

イヤーは,それぞれの年のｻﾝﾌﾟﾙから除かれて

いる。

表５の②からは，まず第一に，各サプライヤー

システムの数値とも，①の値に比べて大きめとなっ

ていることが分かる。また第二に，９３年から99年

にかけて，各サプライヤーシステムの数値が全般

的に増力Ⅱ傾向にあることが分かる。中でも，日産

の平均納入先数の増加幅は他社に比べてかな}〕大

きい。

第三に，９９年から02年にかけては，全般的に増

加傾|可が見られる中で，富士重工，トヨタ，日産

の三社の増加幅が大きいなど，基本的には上記①

と同様の傾向が見られた。

③1993年以降に各自動車メーカーとの取引に新規

参入したサプライヤーをサンプルから除いた（９３

年時点で各自動車メーカーと既に取引実績のあっ

たサプライヤーだけに限定した）数字

表５の③は，1993年以降に各自動車メーカーと

の取引に新規参入したサプライヤーを除いて（９３

年時点で各自動車メーカーと既に取引実績のあっ

たサプライヤーだけに限定して)，サプライヤー

システムごとの平均納入先数を計算したものであ

る。近能（2003a）で詳しく説明されているよう

に，サプライヤーシステムの平均納入先数は，焦

点となる自動車メーカーが比較的多数の（ごく少

数の）自動車メーカーに部品を納入しているサプ

ライヤーとの取引を新規に開始することによって

も上昇（下降）する。そのためここでは，９３年以

降に各自動車メーカーとの取引に新規参入したサ

プライヤーをサンプルから除くことによって，上

記の効果を除いた平均納入先数の推移を調べたの

である。なお，この場合も②の場合と同様，名年

②1993年以降に業界に新規参入したサプライヤー

をサンプルから除いた（93年時点でどこかの自動

車メーカーと既に取引実緬のあったサプライヤー

だけに限定した）数字

表５の②は，1993年以降に業界に新規参入した

サプライヤーを除いて（93年時点でどこかの自動

車メーカーと既に取引実績のあったサプライヤー
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時点で取引がゼロになったサプライヤーは,それ

ぞれの年のｻﾝﾌﾟﾙから除かれている。

表５の③も，基本的には表５の②と同様の傾向

を示している。ただし，全般的に各サプライヤー

システムの数値が表５の②の値に比べて大きめと

なっている中で，ホンダのみが一貫して小さめの

数値となっている点が注目される。特に，1999年

時点での両者の差は△0.11社であり，他社では両

者の差が軒並みプラスだったのとは対照的である。

表５の②と③の値の差は，９３年時点で既にどこか

の自動車メーカーと取引はあったが，当該自動車

メーカーとは取引関係がなかったサプライヤーを

サンプルから除くかどうかということだけである。

近能（2001b）や近能（2003a）の分析結果を考

え合わせると，上記の結果は，同時期のホンダが，

それまで平均納入先数の少なかった日産系のサプ

ライヤーとの取引を積極的に開始していたことの

反映だと考えられる。

サンプルから除くかどうかということだけである。

したがって上記の結果からは，取引から退出する

サプライヤーには，もともと納入先数が少ないよ

うな，やや規模の小さいand／ｏｒ当該部品にあ

まり強みを持たない企業が多く含まれていること

と，彼らが取引から退出したことによって，平均

納入先数の数値がかなりの程度押し上げられてい

たことが示唆される。

第二に，表５の④からは，各サプライヤーシス

テムの数値とも，９９年から02年にかけては全般的

にほぼ横ばい傾向にあることが見てとれる。その

中で，変化の幅は僅かであるが，トヨタが0.05社

減少し，日産が0.05社増加していることが注目さ

れる（それぞれ，減少幅と増加幅で－番目)。と

いうのも，表５の①～③の数値で同期間に大きな

増加を見せていた両社であるが，９３年から一貫し

て取引関係にあったサプライヤーだけに限定した

場合には，正反対の動きを見せているからである。

このことは，第一に，いわゆる「日産系」（少な

くともかつてそう呼ばれた）のサプライヤーが，

同時期に引き続き取引先の拡大に努めていたこと

を示唆している。また第二に，同時期のトヨタで

は，納入先数が比較的少ないサプライヤーが，他

社以｣二に数多く取引から退出したことを示唆して

いる。

④各自動車メーカーとの間で1993年から2002年ま

で一貫して当該部品の取引が継続しているサプラ

イヤーだけに限定した（93年以降に各自動車メー

カーとの取引に新規参入したサプライヤーを除き，

さらに93年以降に各自動車メーカーとの取引から

退出したサプライヤーを除いた）数字

表５の④は，③のサンプルから，1993年以降に

当該部品取引から退出したサプライヤーを除いて，

1993年～2002年にかけて一貫して取引実績のあっ

たサプライヤーの数値だけを集計したものである。

既に述べたように，サプライヤーシステムの平均

納入先数は，焦点となる自動車メーカーが比較的

部品納入先が少ない（多い）サプライヤーとの取

引を取り止めることによっても上昇（下降）する。

そのためここでは，③のサンプルから93年以降に

各自動車メーカーとの取引が解消されたサプライ

ヤーを除くことによって，上記の効果を除いた平

均納入先数の推移を調べたのである。

表５の④も，基本的には表５の②や③と同様の

傾向を示している。より詳しく見ていくと，まず

第一に，各サプライヤーシステムの数値とも，表

５の③の値に比べて大きめとなっていることが分

かる。表５の③と④の値の差は，各自動車メーカー

との当該部品取引が打ち切られたサプライヤーを

４．３．サプライヤーシステムごとの新規参入企

業割合と退出企業割合

以上の４．１節と４．２節の分析を補完するべ

く，９３年から02年にかけて，自動車メーカー各社

がどれだけの数のサプライヤーと新たに部品取

引を開始し，どれだけの数のサプライヤーと部品

取引を解消したのかを調べた結果が図10と図11で

ある。この二つの図は，自動車メーカー各社との

取引に新たに参入したサプライヤーの数と，そこ

から退出したサプライヤーの数を部品レベルでカ

ウントし，９３年から96年，９６年から99年，９９年か

ら02年の数字について，それぞれ93年，９６年，９９

年時点の当該自動車メーカーの総取引先サプライ

ヤー数で割った割合を，グラフ上に表示したもの

である。

まず図10からは，新規サプライヤーを取引に参

入させる傾向は，自動車メーカーごとに大きく異
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経営志林第41巻３号2004年1０１１３５

イヤーとの取引を開始する傾向が一貫して強く，

トヨタでは一貫して弱いことが見てとれる。

なることが見てとれる。推移についてもかなりバ

ラバラである。ただし，ホンダでは新たなサプラ

図１０サプライヤーシステムごとの新規参入企業割合
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一方，図11からは，既存サプライヤーの退出は，

全般的に，９３年から99年にかけてよりも，９９年か

ら02年にかけての方がかなり高くなっていること

が見てとれる。中でも，日産における99年から02

年にかけての退出サプライヤーの割合は，それま

での期に比べてかなり急激に増加している。一方，

ホンダでは，退出サプライヤーの割合が比較的低

いレベルで安定している。

図１１サプライヤーシステムごとの退出企業割合

三一

ゴー￣

＝三菱雲室

少なくともコアでない部分については，各サプラ

イヤーシステム内で取引関係の流動化が進んでい

る可能性が高いことが明らかになった。また，９９

いずれにせよ，かなりの数のサプライヤーが新

たに取引を開始し，一方では取引を解消されたサ

プライヤーもかなりの数にのぼるという具合に，
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3６日産リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの構造的変化

年から02年にかけては既存サプライヤーとの取引

解消がかなりの数にのぼり，その結果として，ほ

とんどのサプライヤーシステムで平均調達先数の

減少傾向と平均納入先の増加傾向が見られたと考

えられるのである。

プンなのか，あるいはクローズドなのか，そして

それがどのように変化したのかを総合的に把握す

るため，オーバーラップ比率の推移を見ていくこ

とにする。

表６の①は，2002年時点で，「各自動車メーカー

と取引しているサプライヤーのうちで，他の自動

車メーカーにも部品を納入しているサプライヤー

の比率（オーバーラップ比率)」を示している。

より具体的に言うと，この表は，各行に書かれた

自動車メーカーが取引しているサプライヤー（前

述の86部品について）の総数を分母として，各列

に書かれた自動車メーカーにも何らかの部品（前

述の86部品のうちどれか）を納入しているサプラ

イヤーの数を分子として計算した値を記したもの

である。この場合，サプライヤーがある自動車メー

カーに部品を納入しているか否かは，企業レベル

で判断している。すなわち，たとえばあるサプラ

イヤーが，Ｖベルトはトヨタだけに納入してい

るがタイミングベルトについては日産にも納入し

ている場合，当該サプライヤーはトヨタと日産の

間で共有されているものとしてカウントされるこ

とになる。

４．４．調達先数及び納入先数の差異とその推移

②（部品ごとに標準化して集計した値）

藤本・葛（2001）や韓・近能（2001）で明らか

にされているように，自動車メーカーとサプライ

ヤーとの間の取引のパターンは，部品特性によっ

て大きく異なる。近能（200lb）や近能（2003a）

と同様に，本稿でも，こうした部品特`性による影

響をコントロールした上でサプライヤーシステム

ごとの部品取引パターンの違いを比較するために，

調達先数と納入先数を部品レベルで標準化した上

で比較を行った。しかし，概ね先ほどの４．１節

と４．２節の分析結果と同様の傾向を示していた

ため，ここでは記述を省くことにする。

４．５．サプライヤーシステム間のオーバーラッ

プ比率

次に，各サプライヤーシステムがどのくらいオー

表６サプライヤーのオーバーラップ比率

①2002年

ＩＩ ＩＵ 

－■■宙■■丙■￣■■面■＝面■
■両■冠■■両■■両＝厄＝Ｗ■

■面■

②1993年-2002年比率推移

ＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩＩＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＯＩＯＯＯＩＩＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩＩＩＩＯ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＯＩＯＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＯＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＯＩＩＯＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＩ 

ＯＩＩＩＩＩＩＩＩ 

ＩＩＩＩＩＩＩＩＯＯ 

ＩＯＩＩＩＩＩＩＩ 

トヨタ 日産｜ホンダ 三菱 マツダ スズキ ダイハツ 富士重工 いすず

トヨタ 1.00 0.5310.58 0.64 0.65 0.61 0.68 ０．５１ 0.57 

ロ産 0 5３ 1 0０１０ 5８ ０ 6２ 0 6０ ０ 5６ ０ 5３ 0 6２ 0 5８ 

ホンダ 0 5４ 0 １ ４ ’０ 0０ 0 5３ ０ 5５ ０ 5９ 0 5１ ０ 5２ 0 4９ 

三菱 0 5４ ０ ０ ３ 戸、 4９ １ 0０ 0 5６ 0 5７ ０ 5８ 0 5１ 0 5６ 

マツダ 0 5５ 0 5１０ 5１ ０ 5７ １ 0０ 0 5２ ０ 5０ ０ 4９ 0 5０ 

スズキ 0 5６ ０ 5２１ ０ 5９ 0 6２ 0 5６ １ 00 ０ 6２ ０ 4６ 0 5２ 

ダイハツ ０ 6８０ 5３ ０ 5５ 0 6８ 0 5８ ０ 6６ １ 0０ 0 5４ ０ 5９ 

富士電工 0 5７０ 7０１０ 6４ ０ 6８ 0 6４ ０ 5６ ０ 6１ １ ００ 0 

いすず ０ 5６１０ 5８０ 5３ 0 6５ 0 5９ ０ 5５ ０ 5９ 0 5９ １ 

トヨタ 日産 ホンダ 三菱 マツダ スズキ ダイハツ 富士重工 いすず

トヨタ 0.00 0.00 0.00 0.02 0.02 0.01 -002 0.05 0.00 

日産 ０ ０４ ０ 0０ 0 ００ -０ 0２ 0 0１ ０ 0１ ０ 0３ ０ 0３ ０ ０２ 

ホンダ -０ 0３ -０ 0４ 0 0０ -０ 0３ ０ 0１ ０ ００ -0 0２ 0 0２ -０ 0２ 

三菱 0 0３ -０ 0２ 0 0０ 0 00 -0 0１ ０ 0０ ０ 0２ ０ 0１ -０ ０２ 

マツダ ０ 0１ -０ 0１ ０ 0３ -０ 0２ ０ 00 ０ 0０ -0 0２ -０ 0１ -0 0１ 

スズキ ０ 0１ -０ 0１ ０ 0２ -０ 0１ ０ ００ 0 00 -0 0２ ０ 0２ -0 0２ 

ダイハツ -0 0１ 0 0２ ０ 0１ ０ ０２ -0 0１ -0 0１ ０ ００ ０ 0２ 0 0２ 

富士寵工 ０ 0７ ０ 0３ ０ 0６ ０ 0２ ０ 0１ 0 0３ 0 0３ 0 00 0 0０ 

いすぎ ０ 0３ ０ 0２ ０ 0２ -0 ０１ 0 0１ 0 0１ 0 0４ ０ 0１ ０ 00 
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もう少し具体的にオーバーラップ比率の算出の

仕方を説明すると，たとえば2002年時点でＨ産と

三菱の間に共有されているサプライヤーの数は７５

社であるが，日産に何らかの部品を納入している

サプライヤーの総数は121社，三菱に何らかの部

品を納入しているサプライヤーの総数は142社で

あるため，同比率は，それぞれ75／121＝0.62と７

５／142＝053となる。このように，どの自動車メー

カーの立場から見るのかによってオーバーラップ

比率はそれぞれ異なった値をとる，という点には

留意が必要である。なお，ここでも，記述の煩雑

さを避けるために，４．２節における①のデータ

だけを分析に用いている。また，表６の②では，

1999年から2002年にかけての同比率の変化が示さ

れている。

表６の①で示される2002年のオーバーラップ比

率の全般的な状況は，近能（2003a）で分析され

た1999年時点の状況と比べてさほど変化はない。

一方，表６の②で1999年から2002年にかけての変

化について見ていくと，強いて言えば，ホンダか

ら見た各自動車メーカーとのオーバーラップ比率

(表の横軸のホンダの項で見た値）が，総じて若

干の減少傾向にあることが分かる。４．２節や４．

３節の分析結果と考え合わせると，恐らくこれは，

同時期のホンダが，業界に新規参入を図るサプラ

イヤーとの取引を新たに開始する傾向が強かった

ことの反映だと思われる。

また，富士重工のサプライヤーシステムについ

ては，全般的に他のサプライヤーシステムとのオー

バーラップ比率（表の横軸の富士重工の項で見た

値）が増加しているが，これはこの時期の富士重

工が，従来からの枠を越えて，他社系や独立系の

サプライヤーとの部品取引を新たに開始する傾向

が強かったためだと思われる。

４．６．サプライヤーシステム平均オーバーラッ

プ比率の推移

一方，図12は，各サプライヤーシステムの平均

オーバーラップ比率の推移をグラフ化したもので

ある。この平均オーバーラップ比率というのは，

たとえば2002年のトヨタを例にとると，表８の①

のトヨタの行に記載された，トヨタ以外の８社と

のオーバーラップ比率の平均値（0.60）として算

出される値のことである。既に述べたように，仮

にこの指標が大きければ，トヨタの取引サプライ

ヤーが他の自動車メーカーにも部品を納めている

比率が商いということなので，サプライヤーシス

テムの榊造が「オープン」であると判断されるし，

逆の場合は「クローズド」であると判断されるこ

とになる。

図１２サプライヤーシステムごとの平均オーバーラップ比率の推移

。ＩｌＩｊ

』ｈ工
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3８日産リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの柵造的変化

さて図１２からは，まず第一に，概して下位メー

カーのサプライヤーシステムの方がオーバーラッ

プ比率が高めであることが分かる。つまり，どち

らかと言うと下位メーカーのサプライヤーシステ

ムの方がオープンなのである。これは，近能（200l

b）や近能（2003a）が論じているように，下位

の自動車メーカーは自社だけではサプライヤーに

十分な発注量を確保することができないので，特

に機能系の部品を中心に，上位メーカーに部品を

納入しているサプライヤーを利用することによっ

て，間接的に「部品レベルの規模の経済性」を利

用しているためだと考えられる。

また第二に，三菱やマツダのサプライヤーシス

テムで値が低いことが目につく。両社の平均納入

先数がさほど低くないことを考えるとやや意外な

結果だが，彼らはトヨタ系や日産系，独立系のサ

プライヤーを積極的に使う一方で，両社の主カニ［

場が三菱の水島工場（岡山）とマツダの本社工場

(広島）という他のメーカーの工場から比較的離

れた中国地方に存在するため，数多くの地場系の

サプライヤーを抱えている。そうした地場系のサ

プライヤーの多くは他の自動車メーカーへの拡販

があまり進んでいないので，トータルとして見た

場合に，オーバーラップ比率を下げる効果をもた

らしているのだと考えられる。

第三に，各サプライヤーシステムのオーバーラッ

プ比率は，９９年から02年にかけて，概ね増加傾|可

にあったことが見てとれる。中でも，富士重工，

トヨタ，日産の増加幅が大きかった。既に述べた

ように，９９年から02年にかけては自動車部品取引

の構造が全般的に「オーブン化」したが，この三

社については特にその傾向が強かったと言えよう。

これまでの分析結果を合わせて総合的に判断する

と，トヨタのサプライヤーシステムでは，他社納

入が比較的少ないサプライヤーが数多く退出した

ことが，日産では，それに加えて（旧）日産系サ

プライヤーの取引拡大が進んだことが，また寓士

重工では，他社系や独立系のサプライヤーとの取

引を拡大したことが，こうした結果をもたらした

と考えられるのである。

５．まとめとディスカッション

５．１．全体的な動向について

３節と４節の分析によって，９９年から02年にか

けての日本の自動車部品取引の構造には，全体と

して，トレンドに変化が生じたことが明らかになっ

た。すなわち，同時期には，図６に示されていた

ように，引き続き部品あたりの納入先数が増加す

る一方で，これまで一貫して増加傾向にあった部

品あたりの調達先数が減少に転じたのである。マ

スコミ等では，自動車メーカーが世界最適調達や

ボリューム・ディスカウントを狙いとして調達先

のサプライヤー数を絞り込んでいると報道される

ことが多いが，本稿の分析結果は，確かにそうし

た傾向を数字で裏づけている。ただし，９９年～０２

年にかけてのこうした平均調達先数と平均納入先

数の変化は，統計的に意味ある差異ではなかった。

近能（2001b）や近能（2003a）が述べるように，

この二つの指標は三年程度で急激に変化するよう

なものではないので，今後もこうしたトレンドが

続くのか否か注視していくことが必要であろう。

また，９９年から02年にかけての期間で特徴的な

点が，退出企業数の増加である。表３にあったよ

うに，この期間中に部品レベルで99年のサプライ

ヤー総数の9.4％もの企業が退出していたという

事実は，自動車メーカーが部品あたりの調達先を

絞り込む一方で，それに相当するだけのサプライ

ヤーが退出を余儀なくされたことを物語っている。

こうした，自動車メーカーによる調達先サプラ

イヤーの絞り込みと，比較的競争力の劣るサプラ

イヤーの退出が相まって，９９年から02年にかけて

も，引き続きネットワーク密度が上昇した。すな

わち，自動車メーカー・サプライヤー間で取引関

係の限定性が低下し，サプライヤーシステムの

｢オープン化」がより一層進展したのである。

５．２．サプライヤーシステムごとの動向について

次に，各個別のサプライヤーシステムごとの動

向についてまとめておきたい。

図13は，各サプライヤーシステムごとの平均調

達先数と平均納入先数（４．２節の①の数値）の

変遷をプロットしたものである。この図を見ると，

93年から02年まで一貫して，ホンダのサプライヤー
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ではグループ内サプライヤーが他の自動車メーカー

へ販路を|刑妬する動きを強めたことが，主として

こうした結采をもたらしていたことが明らかにさ

れている。本稿の分析は，こうした傾向が，９９年

から０２年についても引き続き見られたことを示唆

していると言えよう。

システムでは調達先数の増加傾向が強く，｜]産の

サプライヤーシステムでは納入先数の噌力Ⅱ傾１句が

強かったことが分かる。近能（2003a）の分析に

よって，９３年から99年までの期間については，ホ

ンダではグループ内サプライヤーの枠を越えて新

たな部品調達先を数多く参入させたことが，日産

図１３サプライヤーシステムごとの棡造変化
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組織（ルノー・ニッサン・バーチェシングオーガ

ニゼーション：ＲＮＰＯ）がパリに設立されたが，

その影騨が現れるのはもう少し先になる可能性が

高い。したがって，確実なことを言うためには今

後の推移を見守る必要があろう。

また，図12に示されていたように，各サプライ

ヤーシステムのオーバーラップ比率は，９９年から

02年にかけて概ね増加傾向にあった。中でも，ト

ヨタ，日産の増加幅が大きかったことは，両社の

サプライヤーシステムが「トヨタ系」・「日産系」

とⅡ平ぱｵして日本のサプライヤーシステムを代表し

ていたことを考えると，日本の自動車部品取引構

造の「オープン化」の傾向を象徴していると言え

よう。

また，９９年から02年にかけては〆各サプライヤー

システムごとの平均調達先数の推移のトレンドに

変化が見られた。特に注目されるのが，ほとんど

の自動車メーカーが平均調達先数を減らす中で，

日産の減少幅が大きい点である。「日産では，

NRP実施に伴い，それまでほぼ自動的に系列会

社に発注していた注文が競争入札にかけられるこ

とになり，納入を希望するサプライヤーに対して

は，日産の「認定サプライヤーパネル」のメンバー

になるために原価低減提案を出すことが求められ

るようになった。その結果，多くの元系列サプラ

イヤーが選から漏れた」と言われている（Yoshino

andEgawa，2003）が，本稿の分析結果は，確

かに日産の調達方針が変化した可能性が商いこと

を数字で裏づけている。

ただし，今のところはこうした変化が統計的に

有意な差となって現われているわけではない。ま

た．2001年４月には．ルノーと日産のグローバル

５．３．ディスカッション

以上により，日本の自動車メーカーとサプライ
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４０日産リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの櫛造的変化

ヤーの間の取引関係は，1999年の日産リバイバル

プラン以降も，概ね引き続き「オープン化」しつ

つあると結論づけることができよう。ただし，９９

年以前は調達先数と納入先数が共に増加傾向にあ

る中での「オープン化」であったが’９９年以降は

調達先数が減少し納入先数が増加する中での「オー

プン化」であり，中身の質的な転換が生じていた。

実際，筆者らのインタビュー調査やアンケート

調査からは，自動車メーカーでは，新技術の開発

を伴うプロジェクトについては，長期継続的・協

調的・緊密な取引関係にある，十分な開発能力を

有したサプライヤーと組んで，これまで培ってき

た信頼関係をベースにコラポレーションを進めて

いく傾向を強めていることが伺える川。とすれば，

少なくとも技術進歩が速いタイプの部品では，取

引するサプライヤーの数を絞り，今まで以上に取引

関係を緊密化させるのはごく自然な動きであろう。

また，筆者が調査した限りでは，右肩上がりの

生産量拡大がもはや望めなくなってきたことと，

日産がリバイバルプランのもとで系列を重視した

これまでの購買戦略を抜本的に見直し，その成果

として大幅な購買コスト削減を達成したことなど

を受け，2000年代に入って，どの自動車メーカー

でも，親密な取引先サプライヤーに対して積極的

に拡販を促す傾向が決定的となったようである。

さらに，自動車メーカーの技術部門では，これま

ではどちらかと言うと，「親密な取引先サプライ

ヤーに拡販を許せば，せっかくの自社技術が他の

自動車メーカーに利用されてしまう」という拡販

に消極的な意見の方が強かったのだが，最近では，

｢新しく開発した技術であっても，いったん市場

に出てしまえばほとんどの場合に他社が模倣する

ことは比較的容易である。そうであるならば，自

社技術を早い段階から積極的に拡販していくこと

でむしろデファクトスタンダードを握り，量産効

果によるコスト低減を図つた方が自動車メーカー

にとってもサプライヤーにとっても望ましい」と

の意見が支配的になっている。そして，こうした

事,情が，取引関係の「オープン化」の傾|可を後押

ししているようである。

あるいは，９９年以降，多くのサプライヤーは，

生き残りをかけて，収益性の低い一部事業からの

撤退，工場の集約、逆に強みを発揮できる事業へ

の進出，他のサプライヤーとの提携（物流，生産，

共同開発etc）や買収など，さまざまな手段によっ

て積極的にコア・ビジネスの競争力強化に取り組

んできた。また，外資系サプライヤーとの資本提

携や技術提携の動きや，それ以前には見られなかっ

たような，複数のサプライヤーが取引する自動車

メーカーの枠を越えて協調して製品（例えばシー

ト）の子部品の共通化を図ったり，あるいは生産

や物流の共通化を図るという動きが，このところ

着実に増えている､。そして，こうした動きが相

まって自動車部品業界の再編を加速させており，

そのことが更なる部品取引関係の「オープン化」

の傾向を後押ししているようである。

むろん，延岡（1999）が論じるように－社集中

購買にはデメリットも大きいため，マスコミが報

じるほど極端に－社集中購買が進むとは思えない。

恐らくは，近能（2001a）が回帰分析の結果に基

づいて予想しているように，多くの部品で二社な

いし三社のサプライヤーから購買するかたちに落

ち着くのではないだろうか。実際，日産以外では

二社購買の割合が増えているという事実と，日産

でさえも－社購買に切替えられた部品の数は限ら

れるという事実も，こうした予想を支持している。

しかしその一方で，実力のあるサプライヤーが

幅広く複数の自動車メーカーに部品を供給すると

いう傾向は，上記の動きを見る限りでは，少なく

ともここしばらくは続きそうである。すなわち，

今後とも日本のサプライヤーシステムにおける自

動車メーカー・サプライヤー間の取引関係の限定

性は低下し，「オープン化」の傾向が継続してい

くものと考えられるのである。

そうなると，「では，本研究で示されたような

部品取引構造の変化の結果，日本のサプライヤー

システムは，これまでとは全く姿を変えることに

なるのだろうか」という点が非常に大きな問題と

なる。

確かに，本研究の分析の結果，日本の自動車部

品取引では「オープン化」の傾向が続いているこ

とが明らかになった。今後の動向については引き

続き注視していくことが必要だが，もし仮に「こ

の傾向がしばらく続く」との本稿の予想が正しい

とすれば，競争力の比較的劣るような，納入先数
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が限られて拡販もままならないようなサプライヤー

の淘汰が進み，自動車部品市場ではこれまで以上

に寡占化が進行することになる。つまり，このま

ま推移すれば，「クローズドな系列取引」という

かつてのイメージとはかけ離れた世界が到来する

可能性が高い。

しかしながら，上でも少し触れたように，これ

までのサプライヤーシステムの本質的な部分であ

る，自動車メーカーとサプライヤーとの長期安定

的取引関係，開発におけるサプライヤーの分担な

どは,少なくとも中核的なサプライヤーとの間で

は，今後も継承されていくであろうと考えられる。

というのも，自動車メーカーとしては，優れた技

術を持った親密なサプライヤーの確保は重要であ

}〕，そうしたサプライヤーとの関係を可能な限り

強化していくことが望ましいからである（e､９．，

浅沼，1997)。また，サプライヤーにとっても，

新エネルギー関連，省エネ関連，部品の小型化・

軽量化関連，モジュラー化関連，安全性向上関連，

ITS（高度道路交通システム）関連，リサイクル

関連など，自動車メーカーと共同でなければ取組

めない先端的技術課題は数多い。そのため，主要

顧客である自動車メーカーとの間ではこれまで以

上に緊密な協力関係を作り上げ，より早い段階か

ら研究プロジェクトや製品開発プロジェクトに参

画し，多くの貴重な知識・ノウハウを吸収しなが

らコアとなる資源や能力を構築していくことが求

められるものと考えられるのである。

恐らくは，こうした，「部品取引構造の「オー

プン化」とその一方での「自動車メーカー・サプ

ライヤー間の関係の一層の緊密化」という二つの

動きは，必ずしも相反するものではない。全般的

に部品取引がネットワーク化する中で，各自動車

メーカーと既存の取引先サプライヤーの中で非常

に優秀な一部の企業との間の関･係は，これから先

さらに強化されていくものと考えられる（近能，

2002a)。すなわち，少なくとも日本の自動車部

品サプライヤーシステムを構成する主要な自動車

メーカーとサプライヤーの間では，「メーカー・

サプライヤー間の長期継続的かつ協調的な取引関

係」と「サプライヤー間の競争関係」が，同時並

行的に強化されていくと予想されるのである。

以上

１同様に．系列あるいは系列取り|という言葉も，多

くの場合に定義されることもなく暖昧なイメージ

に雌づいて用いられていたため，論者によってこ

の表現から迎想するイメージは多様である（三輪．

ラムザイアー，2001)。そのため本稿では，以後，

特定の文脈を除いてなるべく使用を避けることに

する。

２近能（2004b）では，筆者が2003年11月に藤本隆

宏東京大学大学院経済学研究科教授及び具承桓京

都藤業大学絲営学部講師と共同で行ったアンケー

ト鋼従の結果を引用し，日本の自動Ｊ１zメーカー．

サプライヤー間の開発面でのコラポレーションに

ついて，現状と最近の変化が分析されている。

３「ネットワーク密度」とは，一般に，「当該ネッ

トワークに偶するアクター同１Fで実際に結ばれて

いる紐`''１Ｆの数を，当該ネットワーク内で潜在的に

存ｲI;しうる雌大の紐帯の数でもって判った値」と

して操作化される概念であり，この値が大きいほ

ど「密なネットワーク｣，このｌｉｌｊが小さいほど「疎

なネットワーク」に分類されることになる（e､９．，

安川，１９９７；近能，2002ｂ・2002c)。

４本稿の「オープン度」は，実際に取引が行われて

いるか秀か，すなわち，ある自助〕|〔メーカーから

締来的に契約を獲得しているサプライヤーの数と，

そうしたサプライヤーが実際に納入している相手

先の自動車メーカーの数をベースとして定義され

ている。

その一方で，オープン度の定義は．特に自動車

メーカーの調達先の企業数について．引き合いを

出しただけの先も含めた，すなわち，競争の場で

考慮された（競争に参加した）潜在的な調達先サ

プライヤーの数で規定するべきだとの考え方もあ

りうる。特に，サプライヤーＩｌｌｊの競争という側面

をiili視するのであれば，後者の方が重要だとの考

え方もありうる。

しかしながら．近能（2003a）でも説明されてい

るように，自動車の部品調達では，仮にilj場に多

数のサプライヤーが存在しているとしても，ある

いは仮に引き合いをＨＬたサプライヤーが多数存

イ};しているとしても，実際に取り|をしていない企

業へ調達を任せることは容易ではない。そのため，

サプライヤー間の競争を規定する要因としても，

総采的に契約を獲得したサプライヤーの数の方が．
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４２１]龍リバイバルプラン以降のサプライヤーシステムの構造的変化

ただ単にリ|き合いを出しただけのサプライヤーを

も含めた潜在的な調達先の企業数よ})も，むしろ

重要だと考えられる。したがって，本棚では．実

際に取引が行われているか否かをベースとしてオー

プン度の規定を行った。

５４．５節にて説明するように，「オーバーラップ

比率」は企業レベルで計算される指数であり,こ

この記述は厳密には正確ではない。つま1入たと

えば図３の1993年時点での乙社のサプライヤーシ

ステムのケースでも,乙社と取引のあるサプライ

ヤーＢ社かＣ社が，部船Ｘでは他の|当lmMjjlIメーカー

との取り|関係が一切なくとも，仮にサンプルとな

る86部１M,のうち他のどれかの部品で111[l勅iにメー

カーとの取り|関係があれば，甲社と乙祉のサプラ

イヤーシステムの1111でサプライヤーが尖ｲiきれて

いることになる。ただし，本文''１ではiii略化のた

め，詳しい説明は後回しにした。

６部品バスケットが異なると，上記二つの指標の他

は大きく異なってしまう。そのため，分析対象期

間内で部ルハバスケットは同一に保たなければな

らない。ちなみに．1987年からのデータを用いた

場合，分析対象となる部品バスケットは65iiliIHjで

あった。

６５部,Ｍでも86部品でも各指標の平均値にｲj意な

差はなかったが，一般にサンプル数が大きい力が

統計上は望ましいので，本稿では86部,}{Iの分析結

果のみを記減した。

７（株）アイアールシー発行の「主要121鋤〕'1部ｌｌＡの

生産流通IiMl査」1993年版～2002平版には200部品に

関するデータが記戚されている。1-1藤の複数の設

計技術肴によると，これはボディー部,Ⅱ，（ほとん

ど全ての自動車メーカーで内製）を除いて．自動

車メーカーの鹸終組立ラインで組みつけられる部

品（一次部,Ｍ１）のほとんど全てを網擁している。

また．今川の分析では，近能（2001b）で分析に

用いられた90燗の部品サンプルから`lWIlの部品が

抜け落ちているが，９３年.９６年.９９年時点の「調

達先数」と「納入先数」の二指標について，近能

（200lb）の90個の部品をサンプルとした場合の数

値と今回の分析に用いらｵしる86個のiilW1をサンプ

ルとした場合の数値とについて平均価の蓋の検定

を行ったところ，どちらも有意な差は兄らｵLなかっ

た。また，後述するように，以後の分析結果も，

近能（200lb）と概ね整合的である。したがって．

サンプルとなる部品の数が減ったことによる影響

は，ある程度限定的だと考えられる。

むろん，部品バスケットが異なると，上記二つ

の指標の価は大きく異なる。そのため，指標の値

自体にはさほど意味はない。しかしながら，本研

究のように。部品バスケットを固定した上でサプ

ライヤーシステム間の水準や異時点間の推移を比

較することには，何ら問題はないと考えられる。

８表３でも，サプライヤー企業の数は部品レベルで

カウントしている。また，本文の記述は，「一社の

外'五1企業が，拒否権を発動できる33.4％以上の株

式を所ｲ『しているサプライヤー」を外資系企業と

カウントした場合の数字である。

９各サプライヤーシステムごとに集計を行った表５

の平均納入先数は，トータルに集計を行った表２

の数Iil〔よりも藩し<大きいが，これは誤りではない。

たとえば仮設例として，各自動車メーカーが全

て，自社のみに専属納入しているサプライヤー１

社と９社全てに納入しているサプライヤー１社の，

合わせて２社から部品を調達している場合を考え

てみよう。表２の集計では，サプライヤー平均納

入先数は（１×９＋９×１）÷10＝1.9社になるが，

表５の集計では（１×１＋９×１）÷２＝5.0社と

なる。

このように，表２の数値と表５の数値では，分

析lid位は同じでも集計の仕方が異なるので．両者

をif〔接比較することに意１床はないのである。

１０近能（2004c）を参照のこと。

１１１｣本のＥｌ動車部品業界では，2000年以降，こう

した競争力強化を目的とした業界再編の動きが急

激に活発化した（e､９，，藤樹，2001)。詳細につい

ては，別稿にて論じることにしたい。
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